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インドにおける特許発明の実施報告制度の概要
～近時の改正を踏まえて～

■はじめに
インドでは、国内における特許発明の適切

な実施を促進するため、特許権者やライセン
シーに対し、定期的にインド国内での実施状
況の報告を義務付けています。近時、この報
告義務が一部緩和され、法律事務所にも、
様々な相談が持ちこまれています。本稿で
は、この実施報告制度について、改正内容と
ともに概説します。

■実施報告制度の概要
インドでは、1970年に成立した特許法に基

づき、全ての特許権者及び実施権者（ライセ
ンシーやサブライセンシー）は、毎年、特定
の様式に沿って、国内における特許発明の商
業的な実施状況を報告する義務があります。
従前は、旧様式に従い、特許毎に、①インド
国内での実施の有無及び不実施の理由、②実
施（製造及び輸入）された特許製品の数量及
び価格（quantum and value）、③ライセン
ス及びサブライセンスの情報、④適正な価格
により公衆の需要を満たしていることの陳述
等の記載が求められました。

提出された情報は、特許庁が公開すること
ができ、また、報告義務に違反した場合、罰
則の対象にもなります。

■旧様式の問題点
旧様式による実施報告においては、約７割

の有効な特許について実施報告書が提出され
ていましたが、①販売数等、通常公開を予定
していない秘密情報の提供を求められるこ
と、②ガイドラインが存在せず、各項目の記
載方法が不明確であること、③一製品に多数
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の特許が組み込まれている分野（電機分野等）
においては、特許毎の特許製品の製造数量や
価格を正確に算定することが極めて困難であ
ることなどの問題点が指摘されていました。

また、国内で実施されていないとみなされ
た場合、強制実施権の発動要件の一つである

「特許発明がインド国内で実施されていない
こと」（インド特許法84条１項）を充足し、
強制実施権が発動される可能性もある点にも
注意が必要です。インドでは、2012年にがん
治療薬に関する特許につき、強制実施権が発
動された実績があります。

このように、特許権者やライセンシーにと
っては、旧様式の求めに応じて、自社の秘密
情報に配慮しつつ、正確な情報を報告するこ
とは、大きな負担となっていました。

■新様式への変更
旧様式による実施報告制度に対する様々な

批判を受け、インド商工省は、2020年10月、
特許規則を改正し、新たな様式（新様式。図
参照）による実施報告書の提出を求めること
に変更しました。新様式における主要な変更
点は、以下の通りです（表参照）。
⑴　各報告書における特許数

旧様式では、特許毎に別々の報告書を作成
する必要がありましたが、新様式では、関連
する複数の特許について、まとめて１つの報
告書を作成すれば足りることになりました。
⑵　製造数量及び価格等に関する情報

旧様式では、製造又は輸入した特許製品の
数量及び価格を記載する必要がありました
が、新様式では、概算の収益／価値（���Ap�
proximate revenue/value）を記載すれば足
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【図】新様式

【表】旧様式と新様式の比較

旧様式 新様式
報告義務者 特許権者及び実施権者

１つの報告書
の特許数

１特許
複数の関連特
許

実施に係る数
量及び価格

数量及び価格
の記載必要

概算の収益／
価値の記載必
要

不実施の場合
の理由

必要

実施権の情報 必要 不要
公衆の需要に
関する情報

必要 不要

りることとなりました。なお、実施している
場合はその態様、また、実施されていない場
合はその理由を、各々 500語以内で記載する
必要があります。
⑶　実施権者に関する情報

旧様式では、特許権者に実施権（ライセン
ス及びサブライセンス）の情報の記載を求め
ていましたが、新様式では不要となりまし
た。なお、実施権者にも報告義務がある点
は、旧様式と同様です。
⑷　公衆の需要に関する情報

旧様式では、適正な価格で公衆の需要を満
たしていることの陳述が求められましたが、
新様式では、この点の記載が不要となりまし
た。

■新様式の評価及び今後の課題
新様式への変更は、報告書作成に伴う手続

上の負担を相当程度軽減し、また、秘密情報
の開示範囲を限定するものであることから、
インドの知財業界や日系企業において、概ね
好意的に受け止められています。

他方、①対象となる複数の特許に紐づく収
益や価値は、概算であっても算出及び開示は
困難である、②強制実施権の発動可能性も考
えると、依然として実施していない場合の理
由の記載が悩ましい、といった問題点が指摘
されています。

実施報告制度は、インド特有の制度であ
り、十分な知見を有していない日系企業も少
なくありません。新様式の運用は、まだ始ま
ったばかりであり、現地の法律事務所のアド
バイスも一様ではないようです。インドで
は、日本とは異なり、精緻なガイドライン等
により法令の解釈や運用を施行時に確定的に
提示することは稀であり、施行後に実際の利
用者の意見を取り入れながら、少しずつ法令
の解釈や運用を固めることが一般的です。今
後も、日系企業にとっては、実務の運用状況
を踏まえ慎重に対応することが期待されます。
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